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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電粉末の水分散液と水性の熱硬化性樹脂とを混合してなる分散剤を含まない水系透明導
電性塗料であり、導電粉末として平均粒子径が１０～３００nmのアンチモンドープ酸化ス
ズ粉末、インジウムドープ酸化スズ粉末、アンチモンフリー酸化スズ粉末、またはリンド
ープ酸化スズ粉末を用い、水性の熱硬化性樹脂としてウレタン樹脂、アクリルウレタン樹
脂、またはシリコンアクリル樹脂を用い、
上記導電粉末の水分散液をミルで分散処理してさらに遠心分離することによって、
分散後の導電粉末の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)が５０～８０ｎｍであって、
分散前の導電粉末の平均一次粒子径(ＤＴ50)と分散後のＤ50との比〔Ｄ50/ＤＴ50〕が２.
５～８.０になるように、または、
分散前の導電粉末のＢＥＴ比表面積(Ｂ0)と分散後のＢＥＴ比表面積(Ｂ1)の比〔Ｂ0/Ｂ1
〕が０.６４～０.６８になるように、
これらの範囲を外れる粗粒を分離して〔Ｄ50/ＤＴ50〕２.５～８.０または〔Ｂ0/Ｂ1〕０
.６４～０.６８にした導電粉末水分散液を用いることを特徴とする水系透明導電性塗料。
【請求項２】
ポリエステルフィルム（厚み１００μm、ヘーズ２.０％、全光透過率９０％）を基材とし
、該基材の表面に塗布し、１０分間自然乾燥した後にさらに７０℃で１０分間加熱乾燥し
て膜厚５μｍの塗膜を形成したときに、塗膜の比全光透過率が９０％以上であって、基材
を含むヘーズ値が３.０％以下である請求項１に記載する水系透明導電性塗料。
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【請求項３】
請求項２に記載する塗膜を形成したときに、該塗膜についてJIS K5400に規定するクロス
カット試験の残存率が８０％以上である請求項１～請求項２の何れかに記載する水系透明
導電性塗料。
【請求項４】
請求項１～請求項３の何れかに記載する水系透明導電性塗料によって形成された透明導電
性塗膜。
【請求項５】
請求項１～請求項３の何れかに記載する水系透明導電性塗料を用い、ポリエステルフィル
ム（ヘーズ２.０％、全光透過率９０％）を基材とし、該基材の表面に塗布し、１０分間
自然乾燥した後にさらに７０℃で１０分間加熱乾燥して形成された塗膜であって、膜厚５
μｍにおいて、塗膜の比全光透過率が９０％以上、基材を含むヘーズ値が３.０％以下で
あり、JIS K5400に規定するクロスカット試験の残存率が８０％以上である透明導電性塗
膜。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、導電性粉末の分散性に優れた水分散液を用いた熱硬化性の水系透明導電性塗料
およびその塗膜に関する。
【背景技術】
【０００２】
基材に導電性を付与するために導電粉を含有した導電性塗料を基材表面に塗布して導電膜
を形成することが広く行われている。従来、導電粉として、酸化スズ粉末やＳｂドープ酸
化スズ(ＡＴＯ)粉末、Ｉｎドープ酸化スズ(ＩＴＯ)粉末など用いて透明導電膜を形成して
いるが、導電粉の粒径が大きいと塗膜に曇り（ヘーズ）を生じて透明性が低下する。そこ
で、透明性の高い塗膜を得るために、粒径が可視光波長域よりも格段に小さいÅレベルの
超微細な導電粉末を用いた導電性塗料（特許文献１）や、酸化スズコロイドの水性ゾルを
利用した導電性塗料（特許文献２）などが従来知られている。
【０００３】
しかし、導電粉末が微細過ぎると凝集を生じやすくなり、粉末相互の接触が不均一になる
ので導電性が低下し、透明性も向上しない。従って、超微細な導電粉末を用いるだけでは
不十分である。また、酸化スズコロイドの水性ゾルを利用するものは、通常は水性ゾルの
脱酸処理や脱アルカリ処理を必要とするので、塗料の製造工程が煩わしい。
【０００４】
また、従来の導電性塗料の多くは、塗料成分の樹脂と馴染み易いように、導電粉末を有機
溶剤に分散させた有機系分散液を用いた有機系塗料であるが、最近、有機溶剤による環境
汚染が懸念されており、有機溶剤を主に用いない水系塗料が見直されている。さらに、有
機系塗料では分散性の向上や分散安定性を高めるために分散剤を用いているが、成膜した
ときに経時的に分散剤が表面に浮き出すブリートアウトを生じる問題があった。
【０００５】
また、従来の導電性塗料は、導電粉末の量が導電粉末と樹脂の量比６０/４０より少ない
と、導電性塗料を成膜したときに十分低い表面抵抗が得られないため、導電性塗料を調製
する際に多量の導電粉末を配合する必要があり、塗膜の透明度や膜強度が低下し、かつ塗
料がコスト高になるという問題があった。一方、塗膜の表面抵抗を低くしつつ、導電粉末
の配合量を減らす手段として、針状導電粒子を一部添加することが知られているが、この
場合には針状導電粒子によって塗膜のヘーズが上がるという欠点がある（特許文献３）。
【特許文献１】特開平０８－２０７３４号公報
【特許文献２】特開平０６－７６６３６号公報
【特許文献３】特開平０８－２３１２２２号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
本発明は、従来の透明導電性塗料における従来の上記問題を解決したものであり、分散剤
を必要とせずに、水中において導電性粉末が優れた分散性を示す水分散液を用いた熱硬化
性の水系透明導電性塗料等を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明は、以下に示す構成によって上記課題を解決した水系透明導電性塗料とその塗膜に
関する。
〔１〕導電粉末の水分散液と水性の熱硬化性樹脂とを混合してなる分散剤を含まない水系
透明導電性塗料であり、導電粉末として平均粒子径が１０～３００nmのアンチモンドープ
酸化スズ粉末、インジウムドープ酸化スズ粉末、アンチモンフリー酸化スズ粉末、または
リンドープ酸化スズ粉末を用い、水性の熱硬化性樹脂としてウレタン樹脂、アクリルウレ
タン樹脂、またはシリコンアクリル樹脂を用い、
上記導電粉末の水分散液をミルで分散処理してさらに遠心分離することによって、
分散後の導電粉末の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)が５０～８０ｎｍであって、
分散前の導電粉末の平均一次粒子径(ＤＴ50)と分散後のＤ50との比〔Ｄ50/ＤＴ50〕が２.
５～８.０になるように、または、
分散前の導電粉末のＢＥＴ比表面積(Ｂ0)と分散後のＢＥＴ比表面積(Ｂ1)の比〔Ｂ0/Ｂ1
〕が０.６４～０.６８になるように、
これらの範囲を外れる粗粒を分離して〔Ｄ50/ＤＴ50〕２.５～８.０または〔Ｂ0/Ｂ1〕０
.６４～０.６８にした導電粉末水分散液を用いることを特徴とする水系透明導電性塗料。
〔２〕ポリエステルフィルム（厚み１００μm、ヘーズ２.０％、全光透過率９０％）を基
材とし、該基材の表面に塗布し、１０分間自然乾燥した後にさらに７０℃で１０分間加熱
乾燥して膜厚５μｍの塗膜を形成したときに、塗膜の比全光透過率が９０％以上であって
、基材を含むヘーズ値が３.０％以下である上記[１]に記載する水系透明導電性塗料。
〔３〕請求項２に記載する塗膜を形成したときに、該塗膜についてJIS K5400に規定する
クロスカット試験の残存率が８０％以上である上記[１]～上記[２]の何れかに記載する水
系透明導電性塗料。
〔４〕上記[１]～上記[３]の何れかに記載する水系透明導電性塗料によって形成された透
明導電性塗膜。
〔５〕上記[１]～上記[３]の何れかに記載する水系透明導電性塗料を用い、ポリエステル
フィルム（ヘーズ２.０％、全光透過率９０％）を基材とし、該基材の表面に塗布し、１
０分間自然乾燥した後にさらに７０℃で１０分間加熱乾燥して形成された塗膜であって、
膜厚５μｍにおいて、塗膜の比全光透過率が９０％以上、基材を含むヘーズ値が３.０％
以下であり、JIS K5400に規定するクロスカット試験の残存率が８０％以上である透明導
電性塗膜。
【発明の効果】
【０００８】
本発明の水系透明導電性塗料は、導電粉末の分散性に優れており、塗料中で導電粉末が均
一に分散しているので、導電粉末の含有量が比較的少なくても、高い導電性を有し、かつ
ヘーズ値が小さく、優れた透明性を有する透明導電性塗膜を形成することができる。
【０００９】
また、本発明の水系透明導電性塗料は熱硬化性であるので、ＵＶ硬化性のものと異なり、
紫外線照射手段などを必要とせずに成膜することができるので、実施し易く、適用範囲も
広い。
【００１０】
また、本発明の塗料は水系塗料であり、多量の有機溶媒が含まれていないので、有機溶媒
による環境汚染を生じない。さらに、本発明の水系透明導電性塗料は、分散剤を用いる必
要がないので、成膜したときに経時的に分散剤が染み出すブリートアウトを引き起こす問
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題がなく、安定な塗膜を形成することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
以下、本発明を具体的に説明する。
本発明の導電性塗料は、導電粉末の水分散液と水性の熱硬化性樹脂とを混合してなる分散
剤を含まない水系透明導電性塗料であり、導電粉末として平均粒子径が１０～３００nmの
アンチモンドープ酸化スズ粉末、インジウムドープ酸化スズ粉末、アンチモンフリー酸化
スズ粉末、またはリンドープ酸化スズ粉末を用い、水性の熱硬化性樹脂としてウレタン樹
脂、アクリルウレタン樹脂、またはシリコンアクリル樹脂を用い、
上記導電粉末の水分散液をミルで分散処理してさらに遠心分離することによって、
分散後の導電粉末の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)が５０～８０ｎｍであって、
分散前の導電粉末の平均一次粒子径(ＤＴ50)と分散後のＤ50との比〔Ｄ50/ＤＴ50〕が２.
５～８.０になるように、または、
分散前の導電粉末のＢＥＴ比表面積(Ｂ0)と分散後のＢＥＴ比表面積(Ｂ1)の比〔Ｂ0/Ｂ1
〕が０.６４～０.６８になるように、
これらの範囲を外れる粗粒を分離して〔Ｄ50/ＤＴ50〕２.５～８.０または〔Ｂ0/Ｂ1〕０
.６４～０.６８にした導電粉末水分散液を用いることを特徴とする水系透明導電性塗料で
ある。
【００１２】
本発明において、導電粉末としては、酸化スズ粉末、Ｓｂドープ酸化スズ粉末(ＡＴＯ)、
Ｉｎドープ酸化スズ(ＩＴＯ)粉末、Ａｌドープ酸化スズ粉末などの酸化スズ系粉末、ある
いは、希土類、アルミニウム、リン、チタン、亜鉛、インジウム、スズ、アンチモン、タ
ングステン、これらをドープもしくは複合した酸化物を用いることができる。また、導電
粉末は二種以上を混合して用いても良い。
【００１３】
導電粉末の平均粒子径は１０～３００ｎｍが好ましい。粒子径がこれより小さいと導電粉
末が相互に接触し難くなったり、または接触しても粒子どうしの接触抵抗が高くなるので
、少量の導電粉末によって高い導電性を得るには適さない。一方、粒子径がこれより大き
いと成膜したときにヘーズを生じ、透明性が低下する傾向がある。
【００１４】
本発明の水系透明導電性塗料は、平均粒子径が１０～３００ｎｍの導電粉末を分散させた
水分散液と水性樹脂とを混合して製造される。この水分散液は、分散剤を加えないで、導
電粉末の分散前のＢＥＴ比表面積（Ｂ0）と分散後のＢＥＴ比表面積（Ｂ1）の比〔Ｂ0/Ｂ
1〕が０.５０～０.８５の範囲内のものが好ましい。
【００１５】
一般に有機系の導電粉末分散液は、高分子分散剤を添加して導電粉末を有機溶液に懸濁さ
せた後にミル等で分散処理することによって、導電粉末の凝集を抑制しているが、本発明
の上記水分散液は、好ましくは、上記粒子径の導電粉末を、分散剤を用いずに水と共にミ
ル等に入れ、分散処理して上記比表面積比〔Ｂ0/Ｂ1〕を０.５０～０.８５に調整したも
のである。
【００１６】
ＢＥＴ比表面積の比〔Ｂ0/Ｂ1〕が０.５０未満であると、粉砕された導電粉末の表面活性
が高くなって導電粉末の凝集や網目構造が多くなりすぎ、粘性の増加などのために導電粉
末の分散性が低下する。一方、上記比表面積比〔Ｂ0/Ｂ1〕が０.８５より大きいものは、
分散液中で導電粉末が均一に分散されず、残存する粗大粒子等によって導電粉末が沈降し
やすくなる。上記比表面積比〔Ｂ0/Ｂ1〕を０.５０～０.８５に調整することによって、
導電粉末の分散性が良く、沈降を生じない高分散性の水分散液を得ることができる。実施
例１～４には比表面積比〔Ｂ0/Ｂ1〕０.６４～０.６８の試料Ａ１～Ａ６が記載されてい
る。
【００１７】
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上記水分散液の分散状態は、分散前の導電粉末の平均一次粒子径(ＤＴ50)に対する分散後
の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)の比〔Ｄ50/ＤＴ50〕によっても表される。本発明で用い
る水分散は、この比〔Ｄ50/ＤＴ50〕が１.１～９.０のものである。分散前後の粒子径比
〔Ｄ50/ＤＴ50〕が上記範囲内であるものは、導電粉末が分散後に殆ど凝集せず、むしろ
分散時の粉砕処理によって粒子径(ＤＴ50)が分散前よりも小さくなっており、水中での導
電粉末の分散性が高い。実施例１～４には粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕２.５～８.０の試料
Ａ１～Ａ６が記載されている。
【００１８】
このような導電粉末の分散性に優れた水分散液は、導電粉末の懸濁液をミル等で分散処理
し、さらに遠心分離等によって導電粉末の粗粒子を分離する水分散工程において、分散力
（ビーズミル等による分散処理）ないし分級力（遠心分離等による分級処理）を制御し、
さらに温度管理を適切に行うことによって調製することができる。
【００１９】
上記分散処理において、分散力や分級力が強すぎると、導電粉末粒子が細かくなるので、
この塗料によって形成した塗膜の透明性は向上するが、粒子が細かくなり過ぎるために、
塗膜の導電性が低下し、また水分散液の生産性も低下する。一方、分散力および分級力が
弱すぎると適切な分散状態にならない。分散前後の粒子径比が上記範囲内のものは、適切
な分散条件下で調製されているので、分散剤を添加しなくても導電粉末が殆ど凝集せず、
粗大粒子を含まない分散性の高い水分散液を得ることができる。
【００２０】
また、水分散液の調製工程において、液の温度は４０℃～８０℃が好ましい。温度が高す
ぎると凝集粒子が多く発生してしまい、温度が低すぎると凍結および粘度アップによる分
散不足が起こる。
【００２１】
以上のように、粒子径が１０～３００ｎｍの導電粉末を水に懸濁させた後に、分散前と分
散後のＢＥＴ比表面積の比が０.５０～０.８５になるように、または分散前の導電粉末の
平均一次粒子径(ＤＴ50)に対する液中の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)の比〔Ｄ50/ＤＴ50
〕が１.１～９.０になるように、導電粉末懸濁液をミルで分散処理し、さらに遠心分離に
よって導電粉末の粗粒子を分離し、この水分散液と水性塗料成分の熱硬化性樹脂とを混合
して水系透明導電性塗料を得ることができる。
【００２２】
上記水系導電性塗料において、塗料中の導電粉末の分散性は水分散液の分散性による影響
が大きい。本発明の水系導電性塗料は、水分散液中の導電粉末が高い分散性を有するので
、塗料中においても分散剤を必要とせずに導電粉末が殆ど凝集せずに均一に分散し、優れ
た分散性を有する。
【００２３】
具体的には、塗料においても、分散剤を必要とせず、分散前の導電粉末の平均一次粒子径
(ＤＴ50)に対する分散後の累積重量５０％粒子径(Ｄ50)の比〔Ｄ50/ＤＴ50〕が、水分散
液の場合と同様に、１.１～９.０である水系塗料を得ることができる。
【００２４】
また、本発明の水系透明導電性塗料は導電粉末の分散性が良いので、分散剤を含まなくて
も、５０００rpmの遠心分離下において導電粉末が沈降しない。因みに、導電粉末を配合
した従来の有機系導電性塗料は、分散剤を使用して導電粉末の分散性を保っており、分散
剤を含有しないものは、概ね５０００rpmの遠心分離下において導電粉末が分離する。
【００２５】
本発明の水系透明導電性塗料の樹脂成分には水性の熱硬化性樹脂を用いる。水性の熱硬化
性樹脂としては、ウレタン樹脂、アクリルウレタン樹脂、またはシリコンアクリル樹脂が
用いられる。なお、これらの樹脂は塗料中の水分量に制限の無いエマルションタイプまた
はディスパージョンタイプが好ましい。
【００２６】
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本発明の水系透明導電性塗料は、分散剤を含まずに適度な粒子径の導電粉末が均一に分散
しているので、曇りが殆どない透明性の高い塗膜を形成することができる。一般に、従来
の有機系塗料は分散剤を加えることによって導電粉末の分散性を高めており、分散剤を添
加しない有機系塗料では導電粉末の分散性が低いので、ヘーズ値が高く、全光透過率が低
い。一方、本発明の水系塗料では、分散剤を必要とせずに、ヘーズ値が小さく全光透過率
が格段に高い透明性に優れた塗膜を形成することができる。
【００２７】
具体的には、本発明の水系塗料は、塗布後、熱硬化して成膜した膜厚５μｍの塗膜の比全
光透過率が９０％以上であって、ヘーズ値が３.０％以下である透明導電膜を形成するこ
とができる。なお、上記比全光透過率は、塗膜と基材とを通過した全光透過率[Ｅ1]と、
基材のみの全光透過率[Ｅ0]との比（比全光透過率＝[Ｅ1]/[Ｅ0]）によって表され、この
数値が大きいほど透明性が高い。
【００２８】
本発明の水系透明導電性塗料は、適度な粒子径の導電粉末が均一に分散しているので、導
電粉末の含有量が少なくても高い導電性を有する塗膜を形成することができる。例えば、
導電粉末としてＡＴＯ粉末を用い、膜厚５μｍに成膜したときに、導電粉末と樹脂の量比
が７０/３０～５０/５０の範囲で、表面抵抗が１×１０8Ω/□以下の導電性に優れた塗膜
を形成することができる。具体的には、導電粉末の含有量に応じて以下のような導電性を
有する。
【００２９】
（イ）導電粉末７０部に対して樹脂３０部であるとき、上記塗膜の表面抵抗は１.２×１
０6Ω/□と格段に低い。（ロ）導電粉末と樹脂が何れも５０部の場合でも上記塗膜の表面
抵抗は６.２×１０7Ω/□と低い。（ハ）導電粉末量が樹脂よりも少なく、導電粉末４０
部であって樹脂６０部の場合でも、上記塗膜の表面抵抗は６.１×１０10Ω/□程度である
。
【００３０】
なお、一般に従来の導電性塗料では、導電粉末としてＡＴＯ粉末を用いて表面抵抗５×１
０5～５×１０8Ω/□程度の導電性を得るには、樹脂に対する導電粉末の量比が１.５倍以
上必要とし、本発明の水系導電性塗料よりも導電粉末の含有量が格段に多い。
【００３１】
以上のように、本発明で用いる導電粉末の水分散液、あるいは水分散液を用いて製造した
水系透明導電性塗料は、分散剤を必要とせずに導電粉末が高い分散性を有する。なお、塗
料の基材への濡れ性や出来上がった塗膜の成膜性を改善する少なくとも１種の添加剤を添
加することも出来る。
【００３２】
本発明の水系導電性塗料は熱硬化性であるので成膜工程が簡単であり、例えばＵＶ照射な
どの必要がない。従って、特別な装置を必要とせずに容易に実施することができる。また
、ＰＥＴフィルムなどに対して密着性が非常に良く、耐久性に優れた透明導電膜を形成す
ることができる。

                                                                              
【実施例】
【００３３】
以下に本発明の実施例を比較例と共に示す。なお、各例において、アンチモンドープ酸化
スズ粉末（ＡＴＯ粉末）およびスズドープ酸化インジウム粉末（ＩＴＯ）は株式会社ジェ
ムコ社製品である。粉末の粒子径は堀場製作所社製品ＬＢ５５０を用いて測定した。塗料
は＃３のワイヤーバーを用いて、ポリエステルフィルム（厚み１００μm、ヘーズ２.０％
、全光透過率９０％）の表面に塗布し、１０分間自然乾燥した後にさらに７０℃で１０分
間加熱乾燥して塗膜を形成した。塗膜と基材とを通過した全光透過率[Ｅ1]と、基材のみ
の全光透過率[Ｅ0]とを測定して比全光透過率（[Ｅ1]/[Ｅ0]）を求めた。また、塗料につ
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いて遠心分離下（5000rpm）の沈降性を調べた。
【００３４】
〔実施例１〕
導電性粉末としてＡＴＯ粉末（比表面積７５m2/g、商品名Ｔ－１）を用い、これを水に懸
濁させてｐＨを７に調整し、ビーズミルで分散処理した後、遠心分離して粗粒をカットし
、メジアン径（累積重量が５０％となる粒子径：Ｄ５０）５０ｎｍ、粒子径比〔Ｄ50/Ｄ
Ｔ50〕２.５、ＢＥＴ比０.６５の導電粉末水分散液を調製した。この分散液の溶媒を乾燥
して得た粉末の比表面積を測定すると１２０m2/ｇであった。この水分散液を固形分濃度
１７.７％に希釈した。この分散液１００ｇと水系熱硬化型樹脂として熱硬化型ウレタン
樹脂水溶液（ディスパージョンタイプ）３３.４ｇを混合して水系透明導電性塗料を調製
した。この塗料のＤ５０は６０ｎｍ、粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕３.０であった。塗料中の
導電性粉末／熱硬化型樹脂バインダー比は７０／３０である。この塗料を用いてポリエス
テルフィルム表面に塗膜（膜厚５μm）を形成した。この塗膜について、表面抵抗、ヘー
ズ、全光透過率、クロスカット試験(JIS K5400)による密着性を測定した。結果を表１に
示す（試料Ａ１）。

【００３５】
〔実施例２〕
上記試料Ａ１と同様のＡＴＯ粉末を用い、この粉末と樹脂の量比を表１に示すように調整
した以外は実施例１と同様にして水系透明導電性塗料を調製した。この塗料のＤ５０およ
び粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕を表１に示す。この塗料を用いて塗膜（膜厚５μm）を形成し
た。この塗膜について実施例１と同様の測定を行なった。結果を表１に示す（試料Ａ２、
Ａ３、Ｂ１）。
【００３６】
〔実施例３〕
導電粉末として、アンチモンフリー酸化スズ粉末（商品名S-2000）と、リンドープ酸化ス
ズ粉末（株式会社ジェムコ社製品：NPTO）を用いること以外は実施例１と同様にして水系
透明導電性塗料を調製した。この塗料のＤ５０および粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕を表１に
示す。この塗料を用いて塗膜（膜厚５μm）を形成した。この塗膜について実施例１と同
様の測定を行なった。結果を表１に示す（試料Ａ４、Ａ５）。
【００３７】
〔実施例４〕
導電性粉末としてＩＴＯ粉末（比表面積４５m2/ｇ、商品名ＩＴＯ）を用い、これを水に
懸濁させてｐＨを５に調整し、ビーズミルで分散処理した後、遠心分離して粗粒をカット
し、メジアン径（累積重量が５０％となる粒子径：Ｄ５０）８０ｎｍ、分散後の粒子径比
〔Ｄ50/ＤＴ50〕２.８、分散後のＢＥＴ比０.６４の導電粉末水分散液を調製した。この
分散液の溶媒を乾燥して得た粉末の比表面積を測定すると７０m2/ｇであった。この水分
散液を固形分濃度１７.７％に希釈した。このＩＴＯ水分散液を用い、実施例１と同様に
して水系導電性塗料を調製した。この塗料のＤ５０および粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕を表
１に示す。この塗料を用いて塗膜（膜厚５μm）を形成した。この塗膜について実施例１
と同様の測定を行なった。結果を表１に示す（試料Ａ６）。
【００３８】
〔実施例５〕
水系熱硬化型樹脂として、アクリルウレタン系熱硬化型樹脂水溶液（エマルジョンタイプ
）とシリコンアクリル系熱硬化型樹脂水溶液（エマルジョンタイプ）を用いること以外は
実施例１と同様にして水系透明導電性塗料を調製この塗料のＤ５０および粒子径比〔Ｄ50
/ＤＴ50〕を表１に示す。この塗料を用いて塗膜（膜厚５μm）を形成した。この塗膜につ
いて実施例１と同様の測定を行なった。結果を表１に示す（試料Ｂ２、Ｂ３）。
【００３９】
〔比較例１〕
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１００ｇと、４０重量％水溶性UV硬化型樹脂水溶液（エマルジョンタイプ）４３.２ｇ、
および光重合開始剤０.３４ｇを混合して、水系透明導電性塗料を調製した（塗料中の導
電粉末／ＵＶ硬化型樹脂比は５０／５０）。この塗料中の導電粉末のＤ５０は６５ｎｍ、
粒子径比〔Ｄ50/ＤＴ50〕は３.３であった。この塗料を用い、実施例１と同様にしてポリ
エステルフィルム表面に塗布した後に１０分間自然乾燥を行い、さらに７０℃で１分間乾
燥させた後、紫外線を照射して樹脂を硬化させて塗膜（膜厚５μm）を形成した。この塗
膜について実施例１と同様の測定を行なった。結果を表１に示す（試料Ｃ１）。
【００４０】
〔比較例２〕
水系熱硬化型樹脂として、ポリウレタン・シリカハイブリッド系熱硬化型樹脂水溶液（デ
ィスパージョンタイプ）と、アクリル系熱硬化型樹脂水溶液（エマルジョンタイプ）とを
おのおの用いた以外は比較例１と同様にして水系透明導電性塗料を調製し、塗膜（膜厚５
μm）を形成した。この塗膜について比較例１と同様の測定行なった。結果を表１に示す
（試料Ｃ２、Ｃ３）。試料Ｃ２のポリウレタン・シリカハイブリッド系樹脂は含有されて
いるシリカが基材のＰＥＴに対して馴染みが悪いために密着性が低く、クロスカット試験
が良くない。一方、試料Ｃ３のアクリル系熱硬化型樹脂を用いた塗料は、一般にアクリル
樹脂がＰＥＴに対して非常に濡れ性が悪いため、この塗料Ｃ３もクロスカット試験が良く
ない。
【００４１】
〔比較例３〕
表１に示すＡＴＯ粉末を用い、分散溶媒を用いずにイソプロピルアルコールに分散させ、
粉末濃度３０％の有機系分散液を調製した。この分散液１００ｇを光重合開始剤と共にＵ
Ｖ硬化型樹脂と混合し、導電粉末／ＵＶ硬化型樹脂の量比５０／５０の有機系塗料を調製
した。この塗料をＰＥＴ表面に塗布した後にＵＶ照射して塗膜（膜厚５μm）を形成し、
その特性を測定した。結果を表１に示す（試料Ｃ４）。
【００４２】
表１に示すように、本発明の試料Ａ１～Ａ６、Ｂ１～Ｂ３は、何れも、遠心分離下（5000
rpm）においても導電粉末が沈降せず、しかも導電粉末の含有量が従来より少なくても、
表面抵抗が大幅に低い塗膜を形成することができる。また、本発明の塗料によって形成し
た塗膜のヘーズは何れも３.０以下であり、比全光透過率は９５以上である。また、クロ
スカット試験による密着性は何れも良好である。一方、比較試料Ｃ１～Ｃ３は塗膜の表面
抵抗が高く、密着性が不良であり、一部はヘーズも高い。また、分散剤を用いない有機系
塗料の比較試料Ｃ４は導電粉末の分散性が低く、塗膜の表面抵抗も高い。
【００４３】
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【表１】
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